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概要

• 「台風」について

• 1959年（昭和34年）の伊勢湾台風

• 気象観測・予測技術の、特に「平成」を通じての発展

• 今後の予測技術展望



台風について

• 台風とは

–熱帯や亜熱帯の海上で発生する低気圧を「熱帯低気圧」と呼ぶ

– このうち北西太平洋または南シナ海に存在し、なおかつ最大風速
（10分間平均）がおよそ17m/s以上のものを「台風」と呼ぶ

Knapp, K. R., M. C. Kruk, D. H. Levinson, H. J. Diamond, 
and C. J. Neumann (2010)

–熱帯低気圧は地球上の他の
海域でも発生するが、この北
西太平洋・南シナ海は特に発
生が多く、我が国は影響を受
けやすい



気象庁が発表する台風情報の種類
暴風域に入る確率実況と5日先までの予報

台風に関する気象情報
発達する熱帯低気圧に関する情報



台風の平年値（発生数、接近数、上陸数）
 平年値は、1981年～2010年の30年平均
 「接近」は台風の中心が国内のいずれかの気象官署等から300km以内に入った場合
 「上陸」は台風の中心が北海道、本州、四国、九州の海岸線に達した場合

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年間

発生数 0.3 0.1 0.3 0.6 1.1 1.7 3.6 5.9 4.8 3.6 2.3 1.2 25.6

接近数 0.2 0.6 0.8 2.1 3.4 2.9 1.5 0.6 0.1 11.4

上陸数 0.0 0.2 0.5 0.9 0.8 0.2 0.0 2.7

月別に全国で見ると８月の接近数が多いが、

地方ごとに見ると関東甲信地方では９月の接近数が最も多い

関東甲信地方
への接近数

0.0 0.2 0.4 0.9 1.1 0.6 0.0 3.1

東海地方への
接近数

0.0 0.2 0.5 1.0 1.0 0.5 0.0 3.3

沖縄地方への
接近数

0.0 0.4 0.6 1.4 2.2 1.7 0.9 0.3 0.1 7.4



過去には、台風によって多くの犠牲者や多大な損害

（防災白書令和元年度版）

http://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/pdf/R1_fuzokusiryo.pdf

• 1959年の伊勢湾台風では、台風による災害では最多となる5000人を越える死者・行方不明者
• 最近では、2004年の台風第23号、2011年の台風第12号により、それぞれ98名の死者・行方不明者

• 風水害等による保険金の支払額の高額上位10件のうち、8件が台風による被害
• 昨年の台風第21号、第24号でも甚大な被害がもたらされた

（一般社団法人日本損害保険協会）
http://www.sonpo.or.jp/news/statistics/disaster/pdf/index/c_fusuigai.pdf

自然災害における死者・行方不明者数（1945年～2018年）

枕崎台風 3756人
カスリーン台風 1930人
洞爺丸台風 1761人
伊勢湾台風 5098人



伊勢湾台風
（昭和34年（１９５９年）台風第15号）

• 1959年（昭和34年）9月26日～27日

• 猛烈に発達し、非常に広い暴風域を伴った
– 急発達 ２４時間で 91 hPa

– 記録的な暴風 伊良湖（愛知県）で最大風速45.4m/s

– 急加速 時速65km（26日21時すぎ）

• 甚大な高潮被害
– 紀伊半島沿岸一帯と伊勢湾沿岸に集中

• 台風の位置関係で、吸い上げ効果、吹き寄せ効果とも大

– 死者・行方不明者 5098人、負傷者3万8921人、家屋全半壊14万9187棟（消防白書）、台風によ
る死者・行方不明者は最大

• 1962年災害対策基本法が制定

• 市町村が避難勧告、避難指示を発出する日本の防災の枠組みの形成

→ 「伊勢湾台風は台風防災の原点」

1959年9月26日21時の
地上天気図と台風経路



当時の対応

• 不意打ちの台風ではなかった

–台風発生翌朝の朝刊に防災上の注意を喚起する記事

–台風進路予報は的確、ほぼ予想通りのコースで、早い時期から上
陸が確実視

– 25日夕方のニュースに間に合うよう台風情報第1号発表

– 25日午後に関係省庁・報道機関等に対する説明会実施

• 高潮の規模が想定を上回った

– 26日21時すぎに最大、4.8mの護岸堤防を越える

日本気象学会2006年秋季大会シンポジウム「台風
防災の原点：伊勢湾台風から５０年」（村松）より



当時の気象庁

• 1952年 気象業務法成立

• 1955年ごろ 高層観測精度向上、気象レーダー全国展開

• 1956年 「中央気象台」から「気象庁」へ

• 1959年6月 スーパーコンピュータシステム導入

• 1959年9月 伊勢湾台風

• 1964年 富士山レーダー運用開始

天気図解析

基本的手書き・・

予報会報

予報官が
たくさん・・

昭和の終わり頃の天気予報作業



気象衛星
• 初代ひまわり 1978年運用開始

–観測頻度：３時間毎（全球）

–空間分解能

• 1.25km（可視）、5km（赤外）

• ひまわり８号 2015年運用開始

–観測頻度：10分毎（全球）

–空間分解能

• 0.5km（可視B03）、1km(可視B01, B02)

• 1km（近赤）、2km（赤外）
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いわば「白黒テレビがカラーの4K・8Kテレビに進歩した」



計算機上に構築された仮想の大気・海洋・陸面。ある時刻の状態を、物理法則に
従って時間発展させて、未来の状態を数値解として計算する。

• 実際には連続している大気を、
計算機上では格子点に離散化
して配置

• 物理法則（支配方程式）に従い、
各格子点における大気状態を
表す各種物理量（ここでは気温
や風など）の時間変化を計算
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未来の値

支配方程式

ある時刻の値

スーパーコンピュータを利用した数値予報モデル

離散化された支配方程式

第10世代スーパーコン
ピュータシステム

Cray社(& Hitachi) XC50
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台風進路予報（中心位置）の年平均誤差

120時間予報

96時間予報

72時間予報

48時間予報

24時間予報

進路予報（中心位置）精度の経年変化
• 数値予報モデルの改良や数値予報モデルの利用手法の改善等により、進路予
報の精度は着実に向上

• 2018年の進路予報精度は過去最高レベル
誤差は24時間予報で約70km、72時間予報で約180km、120時間予報で約410km
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平成元年

平成９年

平成２１年

48時間予報

72時間予報

96・120時間予報

（１９８９年）

（１９９７年）

（２００９年）

予報円改善
平成９年
（１９９７年）

平成１２年
（２０００年）

平成１６年
（２００４年）

平成２０年
（２００８年）

平成２８年
（２０１６年）

令和元年
（２０１９年）

気象庁の台風予報の主な改善

進路予報・予報円

強度予報 平成１５年

平成３１年

48時間予報

72時間予報

96・120時間予報
（２００３年） （２０１９年）

平成１３年
（２００１年）

（１９５３年）

昭和５７年 昭和６１年

平成１９年
予報円方式

方向及び速さの
誤差を表示

x

扇形方式

x
方向の

誤差のみを表示

予報円＋暴風警戒域方式

進路予報誤差を加
味した

暴風警戒域を表示

x
予報期間の暴
風警戒域全体を
囲む線を表示

x

現在昭和２８年
（１９８２年） （１９８６年）

（２００７年）

表示方法



台風強度予報の改善と予報期間延長（今年３月実施）

• 3日先まで発表している台風の強度予報を2019年3月14日12時（日本時間）以降、最初に
発生した台風から5日先まで延長する。これにより、台風予報は進路・強度ともに5日先ま
でとなる。

• 5日先までの予報の発表時間がこれまでより短くなる（解析時刻の約90分後⇒約50分後）。

平成31年2月20日気象庁予報部報道
発表「台風強度予報の5日先までへの
延長について」

解析時刻の約50分後に発表解析時刻の約50分後に発表 解析時刻の約90分後に発表

3日進路・
強度予報

5日進路
予報

5日進路・
強度予報



平成30年台風第21号の予報例（全球モデル）

台風第21号の進路
（速報）

9月4日09時

9月3日09時

9月5日09時
温帯低気圧化

9月4日14時
神戸市付近

海面更正気圧(hPa)と降水量の予想



高潮モデルによる平成30年台風第21号事例の予測

大阪湾での潮位偏差の分布はよく予想されている。

高潮モデル

 日本域においては詳細（沿岸部1km）な予測を
39時間先まで実施（3時間毎）

高潮モデル予測潮位偏差
（9月4日15時）

（9月4日00時初期値）

実際の潮位偏差
（9月4日14時）
（モデル推定値）

 台風がある場合、5事例（5コー
ス）の高潮予測を追加実施

 予報円中心（1）； 予報円
周上（2：最速、3：右端、
4：最遅、5：左端）

 進路予報の不確実性を考慮す
る取扱い

5

1
2

34

×

実測潮位
MSM
天文潮位
1: 予報円の中心
2: 予報円の最も速い
3: 予報円の最も右側
4: 予報円の最も遅い
5: 予報円の最も左側

大阪での潮位 予測は9月4日00時初期値（6コース）

 高潮予測は台風予報に敏感であり、不確実性がある。

 予報及び警報業務もこれらを考慮して行っている。

高潮警報基準

高潮注意報基準



• 平成30年8月に「2030年の科学技術を見据えた気象
業務のあり方」が提言としてとりまとめられた
– 平成30年1月の第 24 回気象分科会より審議

• 観測・予測精度向上のための技術開発、気象情報・
データの利活用促進及びこれらを「車の両輪」とする
防災対応・支援の推進等について、取組を進める

交通政策審議会気象分科会の提言

新野分科会長（右）
から気象庁長官へ
提言の手交

気象分科会におい
て５回にわたり審議



2030年に向けた数値予報技術の重点目標
その成果イメージと計画

現状 将来

台風の進路予測誤差を大幅に改善
３日程度前から雨量を精度良く予測

半日程度前から線状降水帯の発生と停滞を予測
することにより、大雨を精度良く予測

社会的に影響の大きい顕著現象
を1か月先まで精度良く予測

高分解能かつ確度の高い確率予測
メッシュデータ（イメージ）

気
温℃

台風（広域避難に資する）

台風進路予測改善のイメージ

集中豪雨
（早め早めの防災対応等に直結）

現
状

将
来

線状降水帯による
大雨の予測精度向上のイメージ

確
率

高

低

社会経済活動への貢献
（気候リスク低減、生産性向上に資する）



台風解析・予測の課題
• 台風監視能力の強化、及び解析精度向上

– 各種観測データの新規利用、及び利用手法の高度化

• 進路予報精度向上

– 数値予報の精度向上、及び利用手法の高度化

– 予報の信頼度の表現方法の改善（予報円の改善）

• 強度予報精度向上

– 数値予報の精度向上、及び統計モデルの改良

– 急発達の予測精度の改善

– 強風域の予測情報の追加

• 高潮予測精度向上

– 高潮モデルの改良

– 進路予報の影響を受けやすい（不確実性の扱い）

• 発生予報

– 5日先程度までの発生可能性情報の提供に向けた検討・開発

米国の5日先までの発生予報（例）



まとめ

• 我が国は台風災害を受けやすい地域にある

• 伊勢湾台風は、決して不意打ちの台風ではなかったが、高潮被害が
甚大。「台風防災の原点」

• 60年で気象観測・予測技術は飛躍的に進歩し精度向上を達成し、防
災気象情報改善、防災体制が充実、台風災害による犠牲者数は激減

• しかしながら、都市部への人口集中、地下空間利用の広がり、浸水被
害に対する脆弱性も見られるほか、温暖化の影響で発達する台風が
増加するという研究もあり、高潮に対する備えが必要

• 気象庁は今後も、大学等と連携して、更なる予報精度向上を目指した
技術開発を進めて行く


